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7.都市計画－2.都市像と計画  
都市計画 公共交通 鉄道 無人駅 駅利活用  
1．研究の背景と目的                    

日本では,人口減少や少子高齢化,モータリゼーショ

ンの進展により,鉄道利用者は年々減少傾向にある。こ

れに伴い,鉄道事業者は,経営合理化の一環として,利

用者が少ない鉄道駅の廃駅や,鉄道駅に駅員が常駐し

ない無人化などの取り組みも進められている。そのた

め,利用者が減少している鉄道駅は都市部から地方部

にかけて常駐駅員がいない無人化が進行している。  

しかし,駅員が常駐しない無人駅の増加は,障害当事

者･高齢者が無人駅を利用する際の安全性の低下や地

域の治安悪化などの問題につながることが指摘されて

いる１）。 

他方,2014 年の都市計画特別措置法の一部改正によ

り,居住機能･都市機能を地域の生活拠点に誘導し,地

域公共交通を整備することで,多極ネットワーク型コ

ンパクトシティの形成を目的とする立地適正化計画２）

が制度化された。また,2022 年には,国土交通省により

「駅の無⼈化に伴う安全・円滑な駅利用に関する

ガイドライン」３）が示され,行政と民間が連携し,

鉄道駅を生活拠点としたまちづくり政策が重要

であることが述べられている。このようななか,

旅客鉄道株式会社（以下,JR）では,無人駅の運営

を民間企業や地元住民などに委託することで,無

人駅が抱える問題の改善を図っている 4）。 

鉄道駅や無人駅に関する既往研究として,三寺

ら５）は福井県の鉄道駅を対象とし,鉄道駅の乗降

客数や鉄道駅周辺の土地利用状況などを用いて

鉄道駅を評価し,鉄道駅を再生するための方策を

検討している。また,大内田６）は登録文化財となっ

ている鉄道駅を対象として,鉄道駅の利活用状

況･保存状態を調査することで,利活用されてい

る鉄道駅の要件を明らかにしている。さらに,定

梶ら７）は関東の立地適正化計画策定自治体を対象

として,鉄道駅周辺の施設集積と乗降客数から鉄道駅

の拠点性を評価している。このような鉄道駅の拠点性

の調査は,各自治体が都市計画を見直す際の検討材料

になるため,全国で調査を行う必要があるとしていた。 

しかし,全国の鉄道駅について,法定計画内での鉄道

駅の立地評価や,乗降客数,駅機能などを用いて利活用

されている鉄道駅の特徴を明らかにした研究は確認で

きない。 

 そこで本研究では,全国の鉄道駅を対象とし,①法定

計画と乗降客数を用い,全国の鉄道駅の法廷計画内外

における利用実態を明らかにする。②利活用されてい

る無人駅を活用用途別に分類し,鉄道駅の乗降客数や

駅機能,交通機能の傾向を把握し,利活用される無人駅

の実態を明らかにする。 

2 研究方法                     

多くの都市では,都市計画マスタープランにおいて,

鉄道路線や幹線道路を都市軸,鉄道駅を都市核と位置
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図 1 事業者別の路線分布図 

日本建築学会九州支部研究報告
第 64 号　2025 年 3 月

 505



付けている。そのため,鉄道駅を中心としたまちづくり

を検討するにあたっては,法定計画における鉄道駅の

位置付けは重要な指標である。また,当該鉄道駅の利用

状況を把握する指標として鉄道駅ごとの乗降客数を利

用する。そこで,全国に路線が広がる JR 各社の鉄道駅

を対象とし,「移動円滑化取組報告書」８)より乗降客数

が公開されている 3120 駅注 1）が立地している立地適正

化計画,都市計画マスタープランで定められた区域で

の傾向を把握し,全国の鉄道駅の実態を明らかにする

（4 章）。次に, 既往研究や既出レポート 6）,9）～12）の事

例やインターネット検索により,各鉄道駅の利活用用

途注 2）を調査する。利活用されている用途ごとに「乗降

客数」や「駅機能」,「交通結節機能」の傾向を把握し,

利活用される無人駅の実態を明らかにする（5 章）。  

3．研究対象の概要と有人駅,無人駅の定義                 

3－1．有人駅と無人駅の定義 

本研究では,「移動円滑化取組報告書」8）の基準に従

い,自社の社員で運営する直営駅と,運営を業務委託し

ている業務委託駅を「有人駅」とし,切符販売などを自

治体,民間に委託している簡易委託駅と駅員が終日い

ない終日無人駅を「無人駅」と定義する（表 1）。 

3－2．研究対象の概要 

「移動円滑化取組報告書」8）の作成が義務づけられて

いる事業所は JR,大手民鉄,準大手民鉄,公営であり,そ

れぞれの無人駅率を表 1 に,事業所別の路線分布を図 1

に示す。 

無人駅率は JR 71％,準大手民鉄 43％,大手民鉄 26％,

公営 8％の順に高い。また,図 1 の赤色で示す JR の路

線は全国的に広がっているが,大手民鉄,準大手民鉄,

民営は一部の地域に集中していることがわかる。 

そこで本研究では,利活用された無人駅の全国的な

利活用傾向を明らかにするため,JR の乗降客数が確認

できる 3120 駅を研究対象とする。 

4．乗降客数と法定計画にみる全国鉄道駅の実態    

4－1．乗降客数と法定計画にみる有人駅,無人駅の実態 

 3 章で研究対象とした鉄道駅 3120 件が立地する都市

計画マスタープラン,立地適正化計画を調査し,その集

計程度を表 3 に示す。また,各駅の平均乗降客数,計画

区域内の有人駅と無人駅の割合を表 3 に示す。 

 表 3 より, 3120 件の鉄道駅のうち,有人駅は 1261 件

で,無人駅は 1859 件である。また,鉄道駅は,［立地適正

化計画が策定されていない市街化区域］（524 件）と［都

市機能誘導区域✕市街化区域］（680 件）,［立地適正化

計画が策定されていない非線引き区域］（740 件）に集

中する。 

［市街化区域✕都市機能誘導区域］当該駅 680 件のう

ち 57.8％が有人駅であり,42.2％が無人駅である。有人

駅と無人駅の割合に大きな差は確認できない。しかし,

平均乗降客数は有人駅 29037 人

で無人駅 5681 人に比べ,5 倍程

度多い。 

 つまり,市街化区域かつ都市

機能誘導区域は地域の中心とな

るべき区域であり,鉄道駅の利

便性は高い方が望ましい。しか

し,有人駅と無人駅の割合に差

がないことから,無人駅化する

べきではない鉄道駅が無人化に

より,利便性が確保されなくな

っていると考えられる。 

［市街化区域✕居住誘導区域］,

直営駅 自社の社員で運営している
業務委託駅 駅のサービスは直営駅と変らず,業務委託会社の社員で運営している
終日無⼈駅 駅員が終日不在,券売機・精算機はほとんど設置されていない
簡易委託駅 切符の販売などを自治体,民間（地元商店など）に委託している

有⼈駅

無⼈駅

表 1 有人駅と無人駅の定義８） 

表 3 有人駅と無人駅の法定計画策定状況と平均乗降客数 

表 2 各事業所の無人駅率 
事業者区分 営業距離（km） 総駅数 無⼈駅数 無⼈駅率

旅客鉄道株式会社（JR） 19,675.6 4,395 3,132 71%
大手民鉄 2,912.1 1,557 409 26%
準大手民鉄 109.9 81 35 43%

公営 489.8 343 26 8%

有人駅 無人駅 有人駅 無人駅 有人駅 無人駅 有人駅 無人駅

当該駅数 393件 287件 62件 166件 17件 36件 369件 155件

区域別の当該駅合計

全体駅数に対する割合 57.8% 42.2% 27.2% 72.8% 32.1% 67.9% 70.4% 29.6%

当該駅の平均乗降客数 29037⼈ 5681⼈ 5938⼈ 3013⼈ 4881⼈ 2968⼈ 71945⼈ 5064⼈

当該駅数 11件 73件 10件 44件

区域別の当該駅合計

全体駅数に対する割合 13.1% 86.9% 18.5% 81.5%

当該駅の平均乗降客数 7865⼈ 618⼈ 10027⼈ 1125⼈

当該駅数 155件 138件 9件 61件 43件 351件 192件 548件

区域別の当該駅合計

全体駅数に対する割合 53% 47% 12.9% 87.1% 10.9% 89.1% 25.9% 74.1%

当該駅の平均乗降客数 4277⼈ 1196⼈ 801⼈ 670⼈ 698⼈ 248⼈ 1778⼈ 506⼈

548件 425件 71件 227件 71件 460件 571件 747件
3210件

小計

1485件

138件

1497件

小計
973件 531件 1318件298件

84件 54件

70件293件 740件394件

市
街
化
調
整
区
域
非
線
引
き
区
域

都市計画マスタープラン

無人駅数：1859件

680件

立地適正化計画

居住誘導区域 計画範囲外 策定なし

市
街
化
区
域

都市機能誘導区域

有人駅数：1261件

228件 53件 524件
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［非線引き区域✕居住誘導区域］市街化区域かつ居住

誘導区域の当該駅 228件のうち,72.8％が無人駅であり,

非線引き区域かつ居住誘導区域の該駅 70 件のう

ち,87.1％が無人駅である。これらの無人駅の割合は他

の区域に比べ,かなり高い。 

しかし,これらの区域は,居住を誘導する計画が行わ

れているはずであり,鉄道駅利用における安全性を低

下させる無人駅が多く立地することは好ましくないと

いえる。つまり,法定計画を策定の際に,鉄道駅の有無

だけではなく,鉄道駅の有人･無人といった運営形態や

乗降客数などを考慮する必要があり,居住誘導のため

に必要な行政的な駅サービスへの支援も計画に反映す

る必要があるといえる。 

4－2．活用有り駅,活用無し駅の実態 

無人駅 1859 件を利活用されていない無人駅（以下,

活用無し駅）と利活用された無人駅（以下,活用有り駅）

にわける。そして,無人駅 1859 件が立地する都市計画

マスタープラン,立地適正化計画を調査し,その集計程

度を表 4 に示す。また,各駅の平均乗降客数,無人駅全

体に対する当該駅の割合を表 4 に示す。  

表 4 より,無人駅 1859 件のうち,活用無し駅は 1654

件で,活用有り駅は 205 件であり,無人駅の利活用率は

11％と少ない。また,無人駅は［立地適正化計画が策定

されていない非線引き区域］（640 件）と［立地適正化

計画の地区計画範囲外✕非線引き区域］（390 件）,［市

街化区域✕都市機能誘導区域］（301 件）に集中する。 

［立地適正化計画を策定していない非線引き区域］当

該無人駅 640 件のうち,活用有り駅は 4.9％で他の区域

に比べて最も高い。この区域では平均乗降客数が少な

いため,山間部や人口が極めて少ない地域が多いこと

が予想される。よって,法定計画に沿ったまちづくりが

行われていないが,地域拠点とする施設が周囲にない

ため,無人駅を利活用することで,地域拠点としている

可能性がある。 

以上より,無人駅が利活用されることに法定計画や

乗降客数が関係しているとはいえず,都市計画施策に

課題があると考える。一方で,拠点施設が少ない地域で

は,無人駅を利活用して地域拠点とする傾向が確認で

きた。  

 5．利活用用途による無人 

駅の分類          

利活用用途は【地域】,【文

化】,【観光】,【複合】の 4

つに分類して,表 5に集計結

果を示す。また,それぞれの

用途の定義を以下に示す。 

【地域】郵便局や公民館,図

書館,飲食店など,地域住民

の交流拠点として利活用さ

れている無人駅。 

【文化】展示室やギャラリ

ースペース,資料館などが

駅舎の一部に設置さ

れていたり,敷地内

で定期的なイベント

が行われている無人

駅。 

【観光】観光案内所

や特産品販売所など

併設している無人駅。 

表 4 利活用無し無人駅と利活用された無人駅の法定計画策定状況と平均乗降客数 

表 5 利活用用途別の駅機能と交通結節機能 

活用無し駅 活用有り駅 活用無し駅 活用有り駅 活用無し駅 活用有り駅 活用無し駅 活用有り駅

当該駅数 287件 14件 166件 7件 36件 ー 155件 13件

区域別の無人駅合計

当該駅数/無人駅数 15.4% 0.8% 8.9% 0.8% 100% ー 8.3% 0.7%

当該駅の平均乗降客数 5681⼈ 2242⼈ 3013⼈ 2279⼈ 2968⼈ ー 5064⼈ 2595⼈

当該駅数 73件 2件 44件 6件

区域別の無人駅合計

当該駅数/無人駅数 3.9% 0.1% 2.4% 0.3%

当該駅の平均乗降客数 618⼈ 440⼈ 1125⼈ 1056⼈

当該駅数 138件 27件 61件 5件 351件 39件 548件 92件

区域別の無人駅合計

当該駅数/無人駅数 7.4% 1.5% 3.3% 0.6% 18.9% 2.1% 29.5% 4.9%

当該駅の平均乗降客数 1196⼈ 1192⼈ 670⼈ 656⼈ 248⼈ 118⼈ 506⼈ 571⼈

425件 41件 227件 12件 460件 41件 747件 111件

1261件

1859件

活用有り無人駅：205件
利活用割合：11％

立地適正化計画

小計

小計

466件 239件 501件 858件

568件

125件

390件 640件

都市計画マスタープラン

36件 168件

75件 50件

市
街
化
区
域
市
街
化
調
整
区
域
非
線
引
き
区
域

301件 173件

145件 66件

都市機能誘導区域 居住誘導区域 策定なし計画範囲外

活用無し無人駅：1654件

駅広場有り 駐車場有り 駐輪場有り タクシー乗り場有り
割合 割合 割合 割合
15件 31件 76件 44件
16.1% 33.3% 81.7% 47.3%
7件 9件 13件 8件
41.2% 52.9% 76.5% 47.1%
21件 42件 63件 57件
25.6% 51.2% 76.8% 69.5%
1件 5件 11件 9件
7.7% 38.5% 84.6% 69.2%

845⼈ 11件 22件 41件 30件 109ｍ平均

バス停までの
平均距離

129ｍ

92ｍ

92ｍ

122ｍ

利
活
用
用
途

970⼈

989⼈

802⼈

617⼈

交通結節機能駅機能
利活用駅数

平均乗降客数

地域

文化

観光

複合

93件

17件

82件

13件
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【複合】【地域】,【文化】,【観光】の用途を 2 つ以上

組み合わせている無人駅。 

表 5 より,無人駅の利活用用途は,【地域】93 件と【観

光】82 件が他の活用用途に比べて多い。また,用途ごと

の平均乗降客数とバス停までの平均距離では大きな違

いは確認できない。それぞれの用途の交通結節機能に

注目すると,【観光】は駐車場,駐輪場,タクシー乗り場

を有する無人駅が 50％以上ある。また,駅前広場を有す

る無人駅の割合は【文化】が 41.2％であり,他の用途に

比べ,高い。 

以上より, 【観光】の用途が他の用途に比べ,鉄道駅

の交通結節機能レベル（駐車場,駐輪場,タクシー乗り

場,バス停の有無）が高いのは,地域外から観光目的で

利用者が訪れる施設を併設しているためであると考察

できる。また,【文化】の用途で利活用されている無人

駅は,他の用途に比べ,駅前広場を有する割合が高いこ

とから,駅前広場がある無人駅は【文化】の用途で利活

用される傾向がうかがえる。つまり, 駅機能と交通結

節機能は,少なからず,無人駅の利活用用途の決定に影

響を与えていると考えられる。 

6．まとめ                    

 本研究では,法定計画と当該駅の乗降客数を用いて,

全国の乗降客数が確認できる 3120件の鉄道駅の実態を

明らかにした。法定計画内の地域の中心となるべき区

域で鉄道駅が無人化され,利便性が確保されていなか

ったり,居住誘導が行われ,無人駅が多く立地すること

が好ましくない区域で,無人駅率が著しく高いことが

明らかになった。つまり,法定計画を策定する際に鉄道

駅の有人・無人といった運営形態や乗降客数などを考

慮する必要があり,行政的な駅サービスへの支援も計

画に反映する必要があるといえる。また,法定計画に沿

ったまちづくりが行われていないが,地域拠点とする施

設が周囲にないため,無人駅を利活用して地域拠点とし

ている可能性も考えられる。 

 次に,既往研究や既出レポート,インターネット検索

より,無人駅の利活用用途を明らかにした。明らかにし

た用途を【地域】,【文化】,【観光】,【複合】の 4 つに

分類した。その結果,【地域】と【観光】が利活用用途の

割合が高いことがわかった。その後,用途ごとに「乗降

客数」や「駅機能」,「交通結節機能」の傾向を把握し

た。【観光】の用途は,地域外から観光客が訪れる施設を

併設しているため,他の用途に比べて交通結節機能レ

ベルが高いことがわかった。また,【文化】の用途で利

活用される無人駅は駅前広場を有する割合が高いため,

駅前広場を有する無人駅では【文化】の用途で利活用さ

れる傾向がうかがえる。つまり,無人駅の利活用用途の

決定には,駅機能と交通結節機能は少なからず影響し

ているといえる。 

 今後の課題として,無人駅の構造や階高,駅周辺の施

設集積など利活用の要件として考えられる項目を増や

し,調査を行う必要がある。 
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【補注】 

注 1）「移動円滑化取組報告書」より,乗降客数が公開されている 3120 駅を

対象とした 

注 2）本研究における「利活用」とは,利用していなかった鉄道駅,駅前広場

の一部や全体を利用し,施設の併設やイベントの開催などを行うこと 
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